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はじめに

今日、日本は他の諸外国に例を見ないほど急速に高齢化が進み、本格的な高齢社会を

迎えています。また、障がいの有無に関わらず生活し、活動できる社会を目指すノーマ

ライゼーションの理念も浸透しつつあります。こうした中、高齢者や障がい者など、す

べての市民の皆様が自立した日常生活や社会参加することができるような豊かな社会

が求められています。

 このため、山口市では「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（バ

リアフリー新法）に基づき、平成２１年６月に「山口市バリアフリー基本構想」を策定

しましたが、阿東町の合併に伴い、このたび、基本構想を改訂しました。

 本基本構想は、「誰もが安全に安心して快適に暮らし、互いに支えあうまち」を基本

理念とし、山口市におけるバリアフリー化を推進する基本的な方針を定めたものです。

 今後は、本基本構想の理念に基づき、高齢者や障がい者をはじめ、妊婦、子連れの方、

子供などすべての人が安全に安心して暮らせるまちを目指し、関係事業者等と連携しな

がらバリアフリー化に向けて取り組んでまいりますので、市民の皆様の御理解、御協力

を賜りますようお願いいたします。

 終わりに、本基本構想策定にあたりまして、熱心に御審議いただきました山口市バリ

アフリー基本構想推進協議会委員の皆様をはじめ、アンケートやワークショップ等を通

じ、多くの市民の皆様に御協力をいただきましたことに心から感謝し、厚く御礼申し上

げます。

 平成２８年（２０１６年）１０月

山口市長 渡辺純忠
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１－１ 基本構想策定の目的 

今日の日本は、他の先進諸国に例を見ない急速な高齢化が進んでいます。２０１５

年（平成２７年）は国民の４人に１人が６５歳以上の高齢者であり、本格的な高齢社

会を迎えています。また、少子化も同時進行し、かつて経験したことのない人口減少

社会を迎えています。

本市においても、同様の状況が懸念され、山口市では平成１７年をピークに人口減

少に転じており、平成２２年の高齢化率は２３．８％に達していますが、高齢化の進

行は、今後さらに顕著になっていくと予想されます。

また、ユニバーサルデザインの考え方を踏まえた国土交通行政を推進するため、平

成１７年にバリアフリー施策の指針となる「ユニバーサルデザイン政策大綱」がとり

まとめられ、障がいの有無に関わらず、生活し、活動できる社会を目指すノーマライ

ゼーションの理念や、「どこでも、だれでも、自由に、使いやすく」というユニバー

サルデザインの理念が浸透しつつあります。

このような状況のなか、高齢者や障がい者等だれもが自立した日常生活及び社会生

活を営むことができる社会を構築することが重要であり、そのための環境整備促進に

関する法律として、ハートビル法、交通バリアフリー法が制定され、建築物や交通機

関などにおいてバリアフリー化が推進されてきました。

しかしながら、ユニバーサルデザイン政策大綱がとりまとめられる過程で、種々の

問題が指摘されたことから、「一体的・総合的なバリアフリー施策の推進」のため、

従来のハートビル法と交通バリアフリー法の統合・拡充による「高齢者、障害者等の

移動等の円滑化の促進に関する法律」（以下「バリアフリー新法」）が平成１８年１２

月に施行され、継続した取組みのため平成２３年３月には「移動等円滑化の促進に関

する基本方針」が改正されました。

さらに、国民生活の安定向上及び国民経済の健全な発展を図ることを目的に、平成

２５年１２月には「交通政策基本法」が施行されましたが、同法に基づいて定められ

た「交通政策基本計画」においても、バリアフリーをより身近なものにすることが、

目指すべき目標の一つとして示されています。また、障がいの有無に関わらず、お互

いを尊重し合いながら共に生きる社会の実現に向け、「障害を理由とする差別の解消

の推進に関する法律」（いわゆる「障害者差別解消法」）が平成２８年４月１日から施

行されました。

本市におきましても、一体的かつ総合的なバリアフリー化の推進を図っていくこと

を目的とし、バリアフリー新法に基づき、平成２１年６月にバリアフリーのまちづく

りの実現に向けた基本構想を策定しましたが、阿東町の合併や社会情勢の変化に伴い、

このたび、基本構想を改訂いたします。

１．バリアフリー基本構想策定にあたって 
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１－２ バリアフリー新法の概要

■バリアフリー新法の目的

バリアフリー新法の目的とは、

○ 公共交通機関の旅客施設及び車両等、道路、路外駐車場、公園施設並びに建築

物の構造及び設備を改善するための措置（基準適合義務及び努力義務）

○ 一定の地区における旅客施設、建築物等及びこれらの間の経路を構成する道路、

駅前広場、通路その他の施設の一体的な整備を推進するための措置（重点整備

地区の基本構想の作成）

  等を講ずることにより、高齢者、障がい者等の移動や施設の利用上の利便性及び安

全性の向上を図ることです。

■バリアフリー新法制定の経緯 

総合的・一体的なバリアフリー（バリアフリー新法） 

現行のハートビル法では、建築物の施設ごとに独立して推進が図ら

れており、連続したバリアフリー化が実現されていない。また、交通

バリアフリー法では、旅客施設を中心とした生活圏の一部にとどまっ

ている。 

これらの課題等について一体的・連続的な移動空間形成のため、ユ

ニバーサルデザインの考え方を踏まえた現行法の一体化に向けた法整

備が構築された。 

ユニバーサル政策大綱（Ｈ１７．７） 

理念：「どこでも、だれでも、自由に、使いやすく」というユニバー

サルデザインの考え方を踏まえ、今後、可能な限り全ての人が、人格

と個性を尊重され、自由に社会に参画し、いきいきと安全で豊かに暮

らせるよう、生活環境や連続した移動環境をハード・ソフトの両面か

ら継続して整備・改善していく。 

■ハートビル法による取組み
建築物等のバリアフリー化

■交通バリアフリー法による取組み
旅客施設等のバリアフリー化

道路等のバリアフリー化

「移動等円滑化の促進に関する基本方針」改正 
・継続的な取り組み 

・整備目標を新たに設定 
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■バリアフリー新法の基本的枠組み 

・公共交通事業者、道路管理者、路外駐車場管理者、公園管理者、特定建築物の所有者、

公安委員会が、基本構想に沿って事業計画を作成し、事業を実施する義務（特定事業） 

・基本構想に定められた特定事業以外の事業を実施する努力義務 

・旅客施設、官公庁施設、福祉施設その他の高齢

者、障がい者等が生活上利用する施設の所在す

る一定の地区を重点整備地区として指定 

・重点整備地区内の施設や経路の移動等の円滑化

に関する基本的事項を記載     等 

・公共交通事業者が作成する計画の認定制度 

・認定を受けた事業に対し、地方公共団体が

助成を行う場合の地方債の特例   等 

誘導的基準に適合する特定建築物の建築等の計画の認定制度 

・移動等の円滑化の意義及び目標 

・公共交通事業者、道路管理者、路外駐車場管理者、公園管理者、特定建築物の所有者が移動

等の円滑化のために講ずべき措置に関する基本的事項 

・市町村が作成する基本構想の指針    等 

・関係者と協力しての施策の持続的かつ段階的な発展（スパイラルアップ）【国】 

・心のバリアフリーの促進【国及び国民】 

・移動等円滑化の促進のために必要な措置の確保【施設設置管理者等】 

・移動等円滑化に関する情報提供の確保【国】 

・旅客施設及び車両等 

・一定の道路（努力義務はすべての道路） 

・一定の路外駐車場 

・都市公園の一定の公園施設（園路等） 

・特別特定建築物（百貨店、病院、福祉施設等の不特定多数又は主として高齢者、障が

い者等が利用する建築物） 

基本方針(主務大臣) 

関係者の責務 

基準適合義務等 

以下の施設について、新設等に際し移動等円滑化基準に適合させる義務 

既存の施設を移動等円滑化基準に適合させる努力義務 

特別特定建築物でない特定建築物（事務所ビル等の多数が利用する建築物）

の建築等に際し移動等円滑化基準に適合させる努力義務 

（地方公共団体が条例により義務化可能） 

重点整備地区における移動等の円滑化の重点的・一体的な推進 

区

基本構想（市町村） 

事業の実施 

支援措置 

住民等による基本構想の作成提案 

市町村、特定事業を実施すべ

き者、施設を利用する高齢者、

障がい者等により構成される

協議会を設置 

協議会 

重点整備地区内の土地の所有者等が締

結する移動等の円滑化のための経路の

整備又は管理に関する協定の認可制度 

移動等円滑化経路協定 

協議 
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１－３ 基本構想の役割 

（１）基本構想の位置づけ 

本基本構想は、バリアフリー新法に基づいて策定するもので、まちづくりの基本的

な考え方やバリアフリーの整備方針については、上位計画である山口市総合計画や山

口県福祉のまちづくり条例を踏まえ策定します。また、市の関連計画との整合をとり、

施策や事業の連携を図ります。

■基本構想の位置づけ

・市全域の基本方針 

・重点整備地区の基本方針 

・重点整備地区の位置及び区域 

・バリアフリー化が必要な施設、

経路の設定等 

・バリアフリー化のために実施す

べき特定事業等 

山口市バリアフリー基本構想 

山口市総合計画（平成１９年１１月） 

ひと、まち、歴史と自然が輝く交流と創造のまち 山口

＜国＞ 

ユニバーサルデザ

イン政策大綱 

（平成１７年） 

バリアフリー新法 

（平成１８年） 

＜県＞ 

山口県福祉のまち

づくり条例 

（平成１７年） 

山口市におけるバリアフリーのまちづくりの実現 

他の関連計画等 
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（２）関係法令等 

（３）上位・関連計画等 

①上位計画

②福祉に関する計画

【基本的考え方】 

「どこでも、だれでも、自由に、使いやすく」というユニバーサルデザインの考え方を踏まえ、

今後、身体的状況、年齢、国籍などを問わず、可能な限り全ての人が、人格と個性を尊重され、自

由に社会に参画し、いきいきと安全で豊かに暮らせるよう、生活環境や連続した移動環境をハード・

ソフトの両面から継続して整備・改善していく。 

【５つの基本的考え方】 

（１）利用者の目線に立った参加型社会の構築 

（２）バリアフリー施策の総合化 

（３）だれもが安全で円滑に利用できる公共交通 

（４）だれもが安全で暮らしやすいまちづくり 

（５）技術や手法等を踏まえた多様な活動への対応 

ユニバーサルデザイン政策大綱（平成１７年７月 国土交通省）

【基本方針】 

(１) 福祉のまちづくりへの取組みを促進するため、県民意識の高揚を図ること。  

(２) 高齢者、障害者等の円滑な利用に配慮された公共的施設の整備を促進すること。  

(３) 高齢者、障害者等の社会的活動への自主的かつ積極的な参加を促進すること。 

山口県福祉のまちづくり条例（平成２４年３月改正 山口県） 

【将来都市像】 ～ひと、まち、歴史と自然が耀く交流と創造のまち 山口～ 

・質の高い市民生活や都市活力を維持・強化していくのが、合併後、そして、前期のまちづくりにお

いて取り組んできた「協働によるまちづくり」「広域県央中核都市の創造」になるため、引き続き政

策の柱として取り組む。 

山口市総合計画 後期まちづくり計画（平成２５年３月 山口市） 

【理念】 ～みんなでともに支え合い、誰もがその人らしく、 

住みなれた地域で安心して暮らせる福祉のまちづくり～ 

基本目標１：地域福祉を推進するひとづくり 

基本目標２：安全に安心して生活できる地域の輪づくり 

基本目標３：利用しやすい福祉サービスの仕組みづくり 

山口市地域福祉計画・山口市地域福祉活動計画(平成２６年３月 山口市・山口市社会福祉協議会）

【基本目標】 ～ともに支えあい健やかな暮らしのできるまちづくり～ 

（１）地域で自立した生活を促進する総合的支援の推進 

・ニーズに応じたサービス提供、様々な問題が発生したときの情報提供体制づくりの推進。 

（２）社会参加と自立した活動の推進 

・障がいのある人の学習、スポーツ、文化活動などへの参加環境の整備、就労支援施設の整備推進。 

（３）健やかに安心して暮らせるまちづくり 

・誰もが使いやすいユニバーサル社会の実現を目指したまちづくりを総合的に推進。 

第二次山口市障害者基本計画（平成２４年３月 山口市） 
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③交通に関する計画

④まちづくりに関する計画

【基本理念】 ～創ろう！守ろう！みんなの公共交通～ 

○誰もが気軽に外出できる輸送サービスの提供 

・高齢者や障害者、小さい子供を連れた人などが気軽に外出できるよう、福祉や教育と連携した輸送サ

ービスを提供する。 

○ユニバーサルデザインに基づいた環境整備 

・公共交通施設のバリアフリー化を進めるとともに、歩行者や自転車利用者に優しい移動環境を整える。 

○安全・快適な歩行者空間の創出 

・高齢化社会に対応し、街なかを徒歩、自転車で安全・快適に移動できる交通環境を整える。 

山口市市民交通計画（平成１９年９月 山口市） 

【基本方針】 

・駅を中心とした市街地の自由な交流及び歩行環境整備 

・ユニバーサルデザインに配慮した快適な乗り継ぎと効率的な移動の確保 

・人が交流し、賑わいのある施設整備 

・地域の文化性、地域性の演出 

【整備方針】 

■表口駅前広場 

・「山口らしさ」を考慮した市及び県の玄関にふさわしい乗り継ぎの利便性や景観デザイン（ランドス

ケープデザイン）に配慮した整備 

・周辺地域への回遊性、交流に配慮した歩行者動線を意識した整備 

・賑わいを創出するたまり・交流空間の整備 

・新幹線口駅前広場との交通（バス、タクシー、自家用車）の機能分担・機能強化を踏まえた整備（必

要に応じ新幹線口駅前広場の整備） 

・機能的な駐車・駐輪場の整備 

■自由通路 

・駅を中心とした市街地の自由な交流促進、及び歩行系ネットワークの連続性の確保 

・賑わい、交流、たまりなどの機能を魅力的に演出することも視野に入れた適切な幅員の確保 

・駅南北地区の一体感の創出と、移動の円滑化に配慮し、通行機能だけでなく、賑わいを創出する休憩、

滞留などの様々な機能の導入 

・交通機関間の乗り換えの利便性を図るとともに、駅舎と一体なった整備 

■アクセス道路 

・広域的なアクセス性及び地域の発展を考慮した整備 

・バリアフリー化や景観に配慮した快適で潤いのある歩行空間の整備 

新山口駅ターミナルパーク整備構想（平成１９年１１月 山口市） 

新山口駅ターミナルパーク整備基本計画（平成２１年２月 山口市） 

【基本方針】 

１ 様々な交流機会の創出によるにぎわいのある中心市街地の形成 

２ 地域資源を活用した経済活動による活力のある中心市街地の形成 

３ 個々のライフスタイルに合った安全で快適に暮らせる中心市街地の形成 

第２期山口市中心市街地活性化基本計画（平成２８年３月変更 山口市） 

【将来都市像】 ～ひと、まち、歴史と自然が輝く 交流と創造のまち 山口～ 

基本目標  １ 交流と創造の拠点となる都市づくり 

      ２ 歴史・文化・自然など多様な地域の個性を生かした都市づくり 

      ３ 機能が集約・連携された効率的で暮らしやすい都市づくり 

      ４ 自然との共生による環境に配慮した都市づくり 

      ５ 誰もが安心・安全で豊かに暮らせる都市づくり 

      ６ 多様な主体による協働の都市づくり 

山口市都市計画マスタープラン（平成２４年３月 山口市） 



７

１－４ 基本構想の構成 

本基本構想策定にあたっては、市民意向を十分に踏まえたものとするため、アンケ

ート調査、ヒアリング調査、ワークショップ等を実施し、山口市全体の基本構想、重

点整備地区の基本構想に反映します。

■基本構想の構成 

●山口市のバリアフリー化推進に関する基本理念・基本目標・基本方針 

●山口市のバリアフリー推進のための取組みと推進体制 

●重点整備地区の基本方針 

●重点整備地区の位置及び区域 

●重点整備地区内のバリアフリー化が必要な施設、経路の設定 

●重点整備地区内のバリアフリー化のために実施すべき事業に関する事項 

山口市全体の基本構想（山口市バリアフリー基本構想） 

現況把握等基礎調査 

●人口、公共交通、施設等の現状 

●市民意向の把握 

バリアフリーの課題の整理 

●人口、公共交通、施設等の課題 

市民参加等 

●アンケート調査 

●ヒアリング調査 

●ワークショップ

（現地点検等） 

●パブリックコメン

ト等 

重点整備地区の基本構想 
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２－１ 位置・地勢 

本市は、人口約２０万人、市域面積は約１，０２３ｋ㎡、山口県の中央部に位置し、

南は瀬戸内海に面し、東は防府市、周南市、西は美祢市、宇部市、北は萩市、さらに

島根県に接しています。

地勢は、北部の山地から椹野川と佐波川が流れ、盆地、南部の臨海平野へと続いて

おり、阿武川が阿東地域から萩市を経て日本海へと流れています。また、広域交通網

が東西南北に走り、県内の主要な都市に１時間以内で移動できるとともに、高速自動

車道や山陽新幹線、山口宇部空港といった高速交通網との接続の便もよく、広域交流

の拠点にふさわしいまちづくりを進めることが必要です。

■山口市の位置

２．山口市の概況 

●山口県の中央部に位置し、広域交流の拠点にふさわしいまちづくりが求められる 
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２－２ 人口動向等 

（１）人口推移 

本市の人口は減少傾向にあり、

平成２２年で１９６，６２８人と

なっています。平成７年と平成２

２年で３，４５６人増加していま

すが、平成１７年からは減少に転

じています。

小郡地域と阿知須地域の人口は

増加傾向にありますが、他の地域

の人口は減少傾向にあります。

（２）年齢別人口と人口推計 

近年では少子高齢化が進展し、特に高齢化が著しく進んでいます。平成２２年の高

齢化率は２３．８％となっており、平成７年の高齢化率と比較して６．２ポイント増

加しています。総人口は、平成１７年をピークに人口減少に転じており、また高齢化

はさらに進行することが予想され、長期的な視点で、市民がお互いに支えあっていく

社会をつくっていくことが求められます。

31,373 29,459 28,221 27,045 25,300 23,017 21,015 19,346

127,841 128,441 127,766 122,614 114,514 109,284 104,703 100,237

33,930 39,212 43,297 46,709 53,101 55,848 56,701 56,560

193,172 197,115 199,297 196,628 192,915 188,149 182,419 176,143

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成32年 平成37年 平成42年

65歳以上
15～64歳
0～14歳
総人口

（人）

135,579 140,447 144,257 142,535

22,881 23,107 23,009 24,250
8,149 7,941 7,697 7,2628,300 8,823 9,031 9,1769,130 8,375 7,683 6,7719,133 8,422 7,620 6,634

193,172 197,115 199,297 196,628

0
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100,000

150,000

200,000

250,000

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年

阿東地域

徳地地域

阿知須地域

秋穂地域

小郡地域

山口地域

（人）

■山口市の人口推移 

●総人口は減少傾向にあるが、小郡地域と阿知須地域で増加している 

（出典：国勢調査）

（出典：平成７年～２２年 国勢調査
平成２７年以降 国立社会保障・人口問題研究所（平成２５年３月推計））

●今後、少子高齢化がさらに進行すると予想される 

■山口市の年齢別人口と人口推計 
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平成7年 平成12年 平成17年 平成22年

（世帯）

（３）高齢者世帯の状況 

高齢者単身世帯、高齢者夫婦世

帯は大幅に増加しており、平成２

２年で１７，０４８世帯となって

います。

今後も高齢化が進展することが

推計されており、高齢者単身・夫

婦世帯も増加することが予想され

ることから、高齢者だけでも安心

して外出できる環境づくりが必要

です。

（４）地域別高齢化率の状況 

地域別の高齢化率をみると、す

べての地域で高齢化が進行してい

ます。特に、阿東地域が平成２２

年で４５．６％、徳地地域が４２．

４％と、両地域の高齢化が著しく、

続いて、秋穂地域が３３．６％、

阿知須地域が２８．３％と高齢化

率が高くなっています。

これらの地域の高齢者にも配慮

し、全市的に一体的な移動円滑化

を検討することが求められます。

15.9%

21.8%

13.2%

19.3%
22.8%

33.6%

23.0%
28.3%29.5%

42.4%

31.7%

45.6%
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30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年

山口地域 小郡地域 秋穂地域

阿知須地域 徳地地域 阿東地域

■山口市の高齢者単身・夫婦世帯の推移 

（出典：国勢調査）

●高齢者単身世帯、高齢者夫婦世帯数は増加している 

■山口市の地域別高齢化率の推移 

●すべての地域で高齢化が進行しており、特に阿東・徳地地域の高齢化率が高い 

（出典：国勢調査）
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（５）要介護、要支援認定者数の推移 

要介護、要支援認定者数は増加傾

向にあり、平成２７年度では１０，

７６６人となっています。今後の高

齢化の進行に伴い、さらに増加して

いくことが推察されます。

要介護、要支援認定者とともに、

介護者や支援者の状況も把握しな

がら、バリアフリーのまちづくりに

取り組んでいくことが求められま

す。

（６）障がい者数の推移 

障がい者数は増加傾向にあり、平成２７年度では１０，５５３人となっています。

特に平成２１年から平成２７年の間、精神障がい者の増加が最も多く、次いで、肢体

不自由者、内部障がい者や知的障がい者の増加がみられます。

様々な障がいのある人に配慮したバリアフリー化と、ソフト的な取組みとが連携し、

誰もが安心して生活できる社会を構築することが求められます。

3,798 3,888 3,982 4,067 4,183 4,150 4,162

541 514 495 488 467 451 427666 671 642 648 646 640 619119 120 120 116 115 116 169
1,896 1,955 2,020 2,124 2,180 2,206 2,204

1,142 1,178 1,230 1,269 1,323 1,361 1,380
1,163 1,211 1,306 1,385 1,458 1,535 1,5929,325 9,537 9,795 10,097 10,372 10,459 10,553
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音声言語障がい

聴覚平衡機能障がい

視覚障がい

肢体不自由

（人）

■山口市の要介護、要支援認定者数の推移 

●

●障がい者数は増加傾向にあり、平成２７年度では１０ ５５３人となっている 

（出典：市障がい福祉課）

■山口市の障がい者数の推移 

2,015 2,150 2,417 2,815 2,997 3,215 3,308

6,268 6,584 6,639
6,880 7,090 7,305 7,458
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8,734 9,056

9,695
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0
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（人）

（出典：市介護保険課）
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（７）観光客数の推移 

本市には、湯田温泉や、明治維新

関連の歴史・文化資源などの多くの

観光資源があります。平成２３年以

降は観光客数が増加傾向にあり、平

成２５年では約４３８万人となっ

ています。

旅客施設や公共交通などは、市民

だけでなく、多くの来訪者が利用し

ており、不特定多数の利用者に配慮

したバリアフリーのまちづくりが

求められます。

●観光客数は増加傾向にあり、平成２５年では約４３８万人となっている 

（出典：山口県統計年鑑）

■山口市の観光客数の推移 
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２－３ 公共交通の状況 

（１）交通体系 

本市の交通体系は、山陽新幹線、山陽本線、山口線、宇部線が市域を横断し、新山

口駅ですべての路線が結節しています。

バス路線は民間事業者２社と宇部市交通局が運行しており、各地域を結んでいます。

また、山口地域では「コミュニティバス」、徳地地域と阿東地域では「生活バス」を

市が運行しています。さらに、７つの地域では「コミュニティタクシー」を地域組織

が運行しています。

本市のタクシー事業者数は１９事業者となっています。

これらの公共交通においてもバリアフリー化を推進するため、各事業者との連携が

求められます。

■公共交通の現状図（平成２８年４月現在） 

●JR各線が市域を横断し、新山口駅ですべての路線が結節している 

●各地域を結ぶ路線バスが運行している 

（出典：市交通政策課）
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（２）鉄道駅利用者数 

鉄道駅の１日平均乗車人員の推移をみると、概ね横ばい傾向にあります。鉄道駅別

の１日平均乗降客数をみると、山陽新幹線が通る新山口駅は、１４，５８６人／日と

なっており、本市の広域的な玄関口となっています。次いで山口駅が３，１７０人／

日、湯田温泉駅が２，２８８人／日となっています。また、山口線の山口駅以北の駅

や宇部線の駅は、乗降客数が少ない状況にあります。

利用者が多い駅をはじめとして、各鉄道駅においてバリアフリー対応を進めていく

ことが必要です。
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●駅別の１日平均乗降客数は、新山口駅が最も多く、次いで山口駅、湯田温泉駅と

なっている 

（出典：山口県統計年鑑）

■山口市内の各鉄道駅別１日平均乗降客数（平成２６年度） 

■山口市内の全鉄道駅の１日平均乗車人員（合計）の推移 

（出典：山口県統計年鑑）

山口線 宇部線 山陽本線

※新山口駅は、新幹線利用者含む
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（３）交通手段 

外出時の交通手段は自動車が６５．７％で最も多く、周辺都市と比較して自動車依

存度が高く、公共交通利用は２．７％と極めて低い状況にあります。

年齢階層別にみると、２０歳代から６０歳代においては、自動車利用が多くなって

いますが、若年層や高齢者では公共交通や徒歩・自転車等が重要な交通手段となって

います。

今後も高齢化が進展していくことが予想されるなか、高齢者の交通手段として公共

交通が果たす役割は大きく、各地域を安全で快適に移動できるネットワークを構築し

ておくことが必要です。
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■代表交通手段構成比の他都市との比較 

●周辺都市と比較して自動車依存度が高く、公共交通利用は極めて低い 

●若年層や高齢者では公共交通や徒歩・自転車等が重要な交通手段となる 
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■年齢階層別代表交通手段構成比 

（出典：山口・防府都市圏総合都市交通体系調査、平成１８年３月）

（出典：山口・防府都市圏総合都市交通体系調査、平成１８年３月）
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主要施設（FULL）

県庁・市役所・総合支所

大学・短大

山口駅 

新山口駅 

山陽新幹線 

山陽新幹線 

山口市役所 

小郡総合支所 

阿東総合支所 

徳地総合支所 

山陽本線 

阿知須総合支所 

秋穂総合支所 

県庁・市役所・総合支所 

大学・短大 

文化交流施設 

体育・運動施設 

総合病院 

保健・福祉施設 

大型小売店舗 

凡  例 

２－４ 主要な施設の状況 

（１）主要な施設の分布 

官公庁や保健・福祉施設、文化交流施設など、新山口駅周辺や山口駅周辺の市街地

に集中しています。また、その他旧町の中心や駅周辺を中心に公共施設が分布してい

ます。大型小売店舗は市街地縁辺部や郊外部の幹線道路沿線に立地しています。

これらの施設が集積した地域を中心に、施設単体だけでなく施設間を円滑に移動で

きる一体的なバリアフリー化が求められます。

●山口地域及び小郡地域の市街地内に多くの主要施設が立地し、その他旧町の中心

や駅を中心とした地区に分布している 

●大型小売店舗は市街地縁辺部や郊外部の道路沿線に立地している 

■山口市の主要な施設の分布状況 
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ＥＶ
※２

来客用
駐車場

その他

有
無

有
無

車
椅
子
対
応

オ
ス
ト
メ
イ
ト
対
応

ベ
ビ
ー

用
オ
ム
ツ
交

換
台

大
型
ベ

ッ
ド

ス
ロ
ー

プ
の
有
無

有
人
案
内
所

（
総
合

案
内
付

）
の
有
無

視
覚
障
が
い
者
誘
導

用
ブ
ロ

ッ
ク
の
有
無

車
椅
子
使
用
者
用
駐

車
場
の
数

※３

山口市役所 3 (3) ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 3 (2)

小郡総合支所 3 (3) △ ○ ○ ○ × × ○ × × 6 (3)

阿知須総合支所 4 (1) × ○ ○ ○ ○ × ○ × × 2 (2)

秋穂総合支所 3 (1) △ ○ ○ ○ × × ○ × × 5 (1) ２Ｆに正面玄関有

徳地総合支所 5 (2) × ○ ○ ○ ○ × ○ × × 2 (2) 多機能トイレにシャワー有

阿東総合支所 2 (2) △ ○ ○ × × × ○ × × 1 (1)

※１　( )は有人使用階数
※２　ＥＶが設置されている場合、扉幅90cm以上＝○、扉幅90cm未満＝△　
※３  ( )は車椅子使用者用駐車場のうち、幅員が3.5m以上のものの数

市役所・総合支所の整備状況

正面玄関

建物
階数
※１

指標

多機能トイレ

※全支所にベビーベッド、授
乳ソファ有

（２）主要な施設のバリアフリー化の状況 

①市役所・総合支所 

山口市役所では、エレベーター（ＥＶ）、多機能トイレ、正面玄関のアクセス・案

内に関して、概ね整備されていますが、トイレの大型ベッドが未整備です。総合支所

においては、エレベーター（ＥＶ）やトイレのベビー用オムツ交換台、大型ベッド、

総合案内などの整備が不十分な状況にあります。

市や地域の中心的な公共施設として、高齢者や障がい者等の利用が多く、今後もバ

リアフリー化の充実が求められます。

②鉄道駅 

山口駅と新山口駅においては、トイレ、視覚障がい者誘導用ブロック等の整備がさ

れており、駅出入口からホームまでのアクセスにも、エレベーターが整備されていま

す。その他の本市の駅は、無人駅や、跨線橋を通ってホームにアクセスする駅が多く、

ハード的な整備とソフト的な取組みの両面でバリアフリー化を進めていくことが求

められます。

■市役所・総合支所の整備状況（平成２８年４月現在） 

●市役所・総合支所は、不特定多数が利用する地域の中心的な公共施設であるが、

バリアフリー化は十分ではない。 

●市内の鉄道駅は８割以上が無人駅であるとともに、駅出入口からホームまでのア

クセスにおいて、階段、跨線橋があるなど、バリアフリー化は十分ではない。 

●その他の建築物や公共交通機関については、法律の施行に伴い一定のバリアフリ

ー化の推進が見られるが、より一層促進されることが望ましい。 

●建築物の施設については、市役所・総合支所などでは車椅子対応のトイレが整備

されているものの、子供連れ対応や大型ベッド等の整備が不十分である。また、

休日、夜間においては施設の管理上、利用時間が制限される場合が多い。 
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③その他の建築物・施設におけるバリアフリー化 

バリアフリー新法（旧ハートビル法含む）における認定建築物数は、山口市全体で

１４棟あり、うち山口地域北部に１０棟あります。今後も制度の周知を図り、認定建

築物を普及していくことが必要です。また、市役所・総合支所、認定建築物等ではバ

リアフリー対応のトイレが整備されているものの、休日、夜間には使用できなくなる

といった問題もあります。

山口市に

おける認

定建築物 

内訳 

山口地域 

北部 

山口地域 

南部 
小郡地域 

阿知須 

地域 
秋穂地域 徳地地域 阿東地域 

14 10 0 2 2 0 0 0 

④公共交通（山口県） 

低床バスの導入割合は、国土交通省の調査（平成２６年度末）によると、全国平均

で５８．９％となっており、山口県での導入割合は４４．８％となっています。

福祉タクシー（寝台専用車・車椅子専用車・兼用車・回転シート等）の車両数は、

国土交通省の調査（平成２６年度末）によると、全国では１４，４１５台となってお

り、山口県での福祉タクシー車両数は１３５台となっています。

区分 総車両数

（台） 

導入車両数

（台） 

割合

（％） 

区分 福祉タクシー車両数

（台） 

山口県 706 316 44.8%  山口県 135 

全国 59,979 35,346 58.9%  全国 14,415 

公共用通路～改札
口間の経路

改札口～車両等の
乗降口間の経路

周防下郷駅 階段 － × × × ○
上郷駅 段差 － ○ × × ○
仁保津駅 階段 － × × × ○
大歳駅 - 跨線橋 △ × × ○
矢原駅 階段又はスロープ － △ × × ○
湯田温泉駅 階段又はスロープ － ○ △ × ○
山口駅 - 跨線橋、EV ○ ○ ○ ○
上山口駅 階段又はスロープ － × × × ○
宮野駅 スロープ － △ × × ○
仁保駅 階段 跨線橋 × × × ×
篠目駅 段差 － × × × ×
長門峡駅 段差又はスロープ － △ × × ×
渡川駅 階段又はスロープ － × × × ×
三谷駅 スロープ － △ × × ×
名草駅 階段 － × × × ×
地福駅 段差又はスロープ － △ × × ×
鍋倉駅 スロープ － × × × ×
徳佐駅 - 跨線橋 △ × × ×
船平山駅 階段 － × × × ×
上嘉川駅 階段 － △ × × ×
深溝駅 階段 跨線橋 △ × × ×
周防佐山駅 階段 － △ × × ×
岩倉駅 階段 － △ × × ×
阿知須駅 － 跨線橋 △ △ ○ ○
本由良駅 階段 跨線橋 △ × × ×
嘉川駅 段差 跨線橋 △ × × ×
四辻駅 階段 跨線橋 △ × × ○
新山口駅（新幹線） 段差又はスロープ、エスカレーター、EV 階段又は・エスカレーター、ＥＶ ○ ○ ○ ○
新山口駅（在来線） 段差又はスロープ、EV 階段又は・エスカレーター、ＥＶ ○ ○ ○ ○

※　トイレの有無は、駅舎に隣接する市所管のトイレを含む

介助のできる駅
員の有無

△＝時間制限有

トイレの有無※
△＝トイレはあるが、車椅

子、オストメイト、ベビー用

オムツ交換台のいずれか

が揃っていない

改札口から各ホーム
までのアクセス性

駅入口から改札口
までのアクセス性

段差＝１段のもの

階段＝２段以上のもの

指標

旅客施設の整備状況

結節点

ＪＲ山陽本線

ＪＲ宇部線

ＪＲ山口線

視覚障がい者
誘導用ブロックの有無

■山口市内の鉄道駅の整備状況（平成２８年４月現在） 

■山口市内の認定建築物数（棟）（平成２８年４月現在） 

■乗合バスの低床バス導入割合（平成２６年度末）

（出典：市開発指導課）

■福祉タクシー車両数（平成２６年度末）

（出典：移動等円滑化実績等報告書、中国運輸局）
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３－１ 市民アンケート調査の結果概要 

（１）市民アンケート調査概要 

目  的：市民が、普段外出される時に感じている移動や施設利用時の問題点等に

ついて把握すること 

期  間：平成１９年１１月２２日～平成１９年１２月１０日 

調査対象：一般市民アンケート…１８歳以上の市民から２，５００人を無作為抽出 

高齢者・障がい者等アンケート…高齢者２００人、障がい者２０１人、

妊婦・乳幼児連れ１００人 

調査方法：一般市民アンケート…郵送による配布・回収 

高齢者・障がい者等アンケート…団体等を通じて配布、郵送による回収 

回収結果： 

対象 配布数 
返却 

受取人不明等

有効配布数

A 

回収数 

B 

回収率 

B/A 

一般市民アンケート 2,500 15 2,485 1,111 44.7％ 

高齢者・障がい者等 

アンケート 
501 0 501 340 67.8％ 

（２）市民アンケート調査結果の概要 

①よく利用する施設の状況 

よく利用する施設については、一般市民アンケート、高齢者・障がい者等アンケ

ートともに、「小売店、スーパーマーケット」が最も多くなっています。上位１０

項目を比較すると、一般市民アンケートでは民間施設の利用が多くなっていますが、

高齢者・障がい者等アンケートでは公民館や市役所・総合支所・出張所などの公共

施設の利用も多くなっており、公共と民間の一体的なバリアフリー化が求められま

す。 

３．市民意識 

63.4 %

51.8 %

37.3 %

31.1 %

27.9 %

24.1 %

20.5 %

15.6 %

15.3 %

12.2 %

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 % 60.0 % 70.0 %

小売店、ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ

銀行・郵便局

病院・診療所

大型商業施設

コンビニエンスストア

書店、レンタルショップ

飲食店

商店街

文化施設（図書館、市民会館、博物館、美術館等）

公園・運動広場

＜一般市民アンケート（上位１０項目）＞ 
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②施設の利用にあたっての問題点 

よく利用する施設の問題点については、６５歳以上の高齢者は、駐車場の問題や

近くの施設に駅やバス停がないことなど、施設の利便性に関する意見が上位にきて

います。障がい者は、段差・階段の問題が最も多く、移動円滑化に関する問題への

対応が課題としてあげられます。子ども連れにおいては、駐車場の問題が最も多く、

次いでトイレの問題やベンチ等の休憩施設がないことなどの意見が多く、利用する

施設や設備に関する問題への対応が課題としてあげられます。

＜高齢者・障がい者等アンケート（上位１０項目）＞ 

56.5 %

46.5 %

43.2 %

26.5 %

24.7 %

18.2 %

17.9 %

16.8 %

15.9 %

14.1 %

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 % 60.0 %

小売店、ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ

病院・診療所

銀行・郵便局

公民館

市役所・総合支所・出張所

大型商業施設

コンビニエンスストア

文化施設

公園・運動広場

書店、レンタルショップ

注）６５歳以上の高齢者、障がい者、子ども連れ等につ

いては、一般市民アンケート、高齢者・障がい者等

アンケートを合わせて対象を抽出し、集計している

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

子ども連れ等

障害者

65歳以上の高齢者

①段差・階段があり移動しにくい ②スロープ（坂道）がない・移動しにくい

③案内表示がわかりにくい・案内係がいない ④音声や点字による情報案内がない・少ない

⑤点字ブロックがない・不十分 ⑥通路が使いにくい

⑦階段が使いにくい ⑧ｴﾚﾍﾞｰﾀｰやｴｽｶﾚｰﾀｰがない・使いにくい

⑨トイレがない・使いにくい ⑩ベンチ等の休憩施設がない・少ない

⑪駐車場がない・狭い・少ない ⑫車いす使用者用駐車場に違法駐車がある

⑬近くに駅やバス停がない ⑭特にない

⑮その他 ⑯不明

① ②③

④

⑤

⑥

⑦

⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫

⑬

⑭ ⑮ ⑯

障がい者
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 ③よく利用する鉄道駅の状況 

よく利用する鉄道駅は、一般市民アンケートでは、「新山口駅」が６６．７％と

最も多く、次いで「山口駅」が２７．５％、「湯田温泉駅」が１２．５％、「阿知須

駅」が５．０％となっています。高齢者・障がい者等アンケートでもほぼ同様の結

果となっています。

利用者が多い駅については、特に不特定多数の利用を考慮した整備が求められます。

④鉄道駅の利用にあたっての問題点 

鉄道駅の利用にあたっての問題点は、駐車場が少ないことや階段・エレベーター

などに関する問題を指摘する意見が多く、移動円滑化に関する問題への対応が課題

としてあげられます。子ども連れ等においては、６５歳以上の高齢者や障がい者と

比較して、トイレに関する問題も多く指摘されています。

＜一般市民アンケート（上位１０項目）＞ 

66.7 %

27.5 %

12.5 %

5.0 %

4.1 %

4.0 %

2.5 %

2.2 %

2.2 %

2.0 %

0.0 % 20.0 % 40.0 % 60.0 % 80.0 %

新山口駅

山口駅

湯田温泉駅

阿知須駅

宮野駅

矢原駅

大歳駅

四辻駅

嘉川駅

周防下郷駅

65.3 %

23.8 %

15.3 %

7.6 %

7.1 %

3.5 %

2.9 %

2.6 %

2.6 %

2.1 %

0.0 % 20.0 % 40.0 % 60.0 % 80.0 %

新山口駅

山口駅

湯田温泉駅

阿知須駅

四辻駅

本由良駅

矢原駅

宮野駅

大歳駅

深溝駅

＜高齢者・障がい者等アンケート（上位１０項目）＞ 

注）６５歳以上の高齢者、障がい者、子ども連れ等につ

いては、一般市民アンケート、高齢者・障がい者等

アンケートを合わせて対象を抽出し、集計している

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

子ども連れ等

障害者

65歳以上の高齢者

①段差・階段があり移動しにくい
②スロープ（坂道）がない・移動しにくい
③切符売り場や券売機が見にくい・使いにくい
④改札口の幅が狭く使いにくい
⑤時刻表や行き先、乗継ぎ等の案内表示がわかりにくい
⑥無人駅であり、案内、介助等がのぞめない
⑦音声や点字による情報案内がない・少ない
⑧点字ブロックがない・不十分
⑨通路やホームが移動しにくい
⑩車両とホームの間に段差や隙間がある
⑪階段が使いにくい
⑫エレベーターやエスカレーターがない・使いにくい
⑬トイレがない・使いにくい
⑭ベンチ等の休憩施設がない・少ない
⑮駐車場がない・狭い・少ない
⑯車いす使用者用駐車場に違法駐車がある
⑰鉄道とバスの乗り換え時の連絡が良くない・バスやタクシーが近くに停まらない
⑱特にない
⑲その他
⑳不明

①

②

③

④

⑤ ⑥

⑦⑧

⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬⑭ ⑮

⑯

⑰ ⑱ ⑲ ⑳

障がい者
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⑤鉄道駅の利用にあたっての問題点（鉄道駅別） 

一般市民アンケートでは、最も利用者が多い「新山口駅」においては、「特にな

い」（２６．２％）に次いで、「駐車場がない・狭い・少ない」が２４．４％、「ｴﾚ

ﾍﾞｰﾀｰやｴｽｶﾚｰﾀｰがない・使いにくい」が１０．３％、「段差・階段があり移動しに

くい」が９．４％となっており、「山口駅」についても同様の問題点が指摘されて

います。

高齢者・障がい者等アンケートでは、最も利用者が多い「新山口駅」においては、

「段差・階段があり移動しにくい」（２２．９％）に次いで、「駐車場がない・狭い・

少ない」が１８．４％、「ｴﾚﾍﾞｰﾀｰやｴｽｶﾚｰﾀｰがない・使いにくい」が１７．５％と

なっています。「特にない」が最も多い一般市民アンケートと比較して、駅施設の

問題意識に差異がみられ、高齢者・障がい者等の利用に配慮したバリアフリー化が

求められます。

■新山口駅 

■山口駅 

■湯田温泉駅 

26.2 %

24.4 %

10.3 %

9.4 %

8.0 %

0.0 % 5.0 % 10.0 % 15.0 % 20.0 % 25.0 % 30.0 %

特にない

駐車場がない・狭い・少ない

エレベーターやエスカレーターがない・使いにくい

段差・階段があり移動しにくい

鉄道とバスの乗り換え時の連絡が良くない・バスやタク
シーが近くに停まらない

32.6 %

21.5 %

17.6 %

11.4 %

9.8 %

0.0 % 5.0 % 10.0 % 15.0 % 20.0 % 25.0 % 30.0 % 35.0 %

駐車場がない・狭い・少ない

特にない

エレベーターやエスカレーターがない・使いにくい

段差・階段があり移動しにくい

鉄道とバスの乗り換え時の連絡が良くない・バスやタクシーが
近くに停まらない

26.6 %

20.9 %

9.4 %

7.9 %

7.2 %

0.0 % 5.0 % 10.0 % 15.0 % 20.0 % 25.0 % 30.0 %

特にない

駐車場がない・狭い・少ない

鉄道とバスの乗り換え時の連絡が良くない・バスやタク
シーが近くに停まらない

切符売り場や券売機が見にくい・使いにくい

トイレがない・使いにくい

22.9 %

18.4 %

17.5 %

17.0 %

14.3 %

0.0 % 5.0 % 10.0 % 15.0 % 20.0 % 25.0 %

段差・階段があり移動しにくい

駐車場がない・狭い・少ない

エレベーターやエスカレーターがない・使いにくい

鉄道とバスの乗り換え時の連絡が良くない・バスやタク
シーが近くに停まらない

特にない

＜一般市民アンケート＞ ＜高齢者・障がい者等アンケート＞ 

＜一般市民アンケート＞ ＜高齢者・障がい者等アンケート＞ 

24.7 %

14.8 %

13.6 %

12.3 %

8.6 %

8.6 %

0.0 % 5.0 % 10.0 % 15.0 % 20.0 % 25.0 % 30.0 %

エレベーターやエスカレーターがない・使いにくい

駐車場がない・狭い・少ない

段差・階段があり移動しにくい

特にない

車両とホームの間に段差や隙間がある

階段が使いにくい

30.8 %

19.2 %

13.5 %

13.5 %

11.5 %

0.0 % 5.0 % 10.0 % 15.0 % 20.0 % 25.0 % 30.0 % 35.0 %

特にない

駐車場がない・狭い・少ない

車両とホームの間に段差や隙間がある

鉄道とバスの乗り換え時の連絡が良くない・バスやタク
シーが近くに停まらない

時刻表や行き先、乗継ぎ等の案内表示がわかりにくい

＜一般市民アンケート＞ ＜高齢者・障がい者等アンケート＞ 



２３

⑥道路・歩道等の歩行環境の問題点 

道路・歩道等の歩行環境の問題点では、段差や歩道の幅、自転車・自動車のすれ

違いに関する指摘が多なっており、歩道の整備とともに、歩行者に対する譲り合い

の心を醸成していくことが必要です。

一般市民アンケートでは、自転車・自動車のすれ違いや街灯が少ないことなど安

全性に関する指摘が多く、高齢者・障がい者等アンケートでは、段差や歩道の幅な

ど移動円滑化に関する指摘が多くなっています。

＜一般市民アンケート＞ 

＜高齢者・障がい者等アンケート＞ 

36.8 %

36.0 %

35.8 %

33.9 %

20.8 %

20.3 %

14.9 %

7.8 %

6.8 %

6.7 %

6.2 %

2.7 %

4.5 %

21.9 %

0.0 % 5.0 % 10.0 % 15.0 % 20.0 % 25.0 % 30.0 % 35.0 % 40.0 %

自転車・自動車がすぐそばを通過するため危険

街灯が少ない

歩道がない・歩道の幅が狭い

段差やデコボコがある

ベンチや日影など自由に休憩できるところがない・少ない

障害物がある（電柱、標識、店舗の陳列物・看板、駐輪、駐車等）

地下道や歩道橋でしか道路を横断できない箇所がある・横断歩道が少ない

横断歩道で歩行者用信号がついていない・歩行者用信号機の青の時間が短い

傾斜の角度がきつい

路面が滑りやすい

案内表示等の道案内がない・少ない・わかりにくい

点字ブロックや音声による案内がない・少ない・わかりにくい

その他

無回答

43.2 %

39.1 %

36.2 %

32.4 %

27.4 %

21.8 %

17.4 %

13.2 %

7.9 %

7.6 %

5.9 %

2.9 %

2.9 %

22.4 %

0.0 % 5.0 % 10.0 % 15.0 % 20.0 % 25.0 % 30.0 % 35.0 % 40.0 % 45.0 % 50.0 %

段差やデコボコがある

歩道がない・歩道の幅が狭い

自転車・自動車がすぐそばを通過するため危険

街灯が少ない

ベンチや日影など自由に休憩できるところがない・少ない

障害物がある（電柱、標識、店舗の陳列物・看板、駐輪、駐車等）

地下道や歩道橋でしか道路を横断できない箇所がある・横断歩道が少ない

傾斜の角度がきつい

案内表示等の道案内がない・少ない・わかりにくい

横断歩道で歩行者用信号がついていない・歩行者用信号機の青の時間が短い

路面が滑りやすい

点字ブロックや音声による案内がない・少ない・わかりにくい

その他

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

子ども連れ等

障害者

65歳以上の高齢者

①段差やデコボコがある

②傾斜の角度がきつい

③路面が滑りやすい

④障害物がある（電柱、標識、店舗の陳列物・看板、駐輪、駐車等）

⑤歩道がない・歩道の幅が狭い

⑥自転車・自動車がすぐそばを通過するため危険

⑦案内表示等の道案内がない・少ない・わかりにくい

⑧点字ブロックや音声による案内がない・少ない・わかりにくい

⑨街灯が少ない

⑩地下道や歩道橋でしか道路を横断できない箇所がある・横断歩道が少ない

⑪横断歩道で歩行者用信号がついていない・歩行者用信号機の青の時間が短い

⑫ベンチや日影など自由に休憩できるところがない・少ない

⑬その他

⑭不明

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

⑧

⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭

注）６５歳以上の高齢者、障がい者、子ども連れ等につ

いては、一般市民アンケート、高齢者・障がい者等

アンケートを合わせて対象を抽出し、集計している

障がい者



２４

⑦バス停及びバス車両の問題点 

バス停及びバス車両の問題点では、一般市民アンケート、高齢者・障がい者等ア

ンケートともに、バス停の施設に関することや乗り換えの案内に関する指摘が多く、

バスに乗るまでの施設や案内に関する指摘が多くなっています。

バスや道路に関する事業者が連携して、バリアフリー化に取り組んでいくことが

求められます。

⑧鉄道車両の問題点 

鉄道車両の問題点では、一般市民アンケート、高齢者・障がい者等アンケートと

もに、車両内のトイレの問題や、車両とホームの間の段差の問題、車椅子等のスペ

ースに関する問題が上位となっており、次いで、音声案内や案内表示に関する問題

が多くなっています。鉄道事業者等と連携して、多様なニーズに対応したバリアフ

リー化に取り組んでいくことが求められます。

＜高齢者・障がい者等アンケート＞ 

43.2 %

32.6 %

20.0 %

18.8 %

16.2 %

8.8 %

8.8 %

8.2 %

4.7 %

4.4 %

29.1 %

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 %

バス停にベンチや屋根などの待合施設がない・少ない

バス停の時刻表や行き先、他の交通機関への接続等の案
内がわかりにくい

バス停とバスの乗降口の段差が大きく乗り降りがしにくい

車内の料金表等の案内表示の文字が見にくい・説明がわ
かりにくい

車両のバリアフリー化（低床化や車椅子・ベビーカー用ス
ペースの確保等）が不十分

車内放送が聞こえにくい・わかりにくい

車内に手すり等のつかまるところがない・つかまりにくい

車内の降車ボタンが押しにくい位置にある

その他

車内が混雑して座れない・優先座席が空いてない

無回答

＜一般市民アンケート＞ 

38.3 %

31.0 %

13.5 %

11.7 %

11.4 %

4.1 %

3.9 %

2.7 %

2.0 %

7.4 %

32.4 %

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 %

バス停にベンチや屋根などの待合施設がない・少ない

バス停の時刻表や行き先、他の交通機関への接続等の
案内がわかりにくい

車両のバリアフリー化（低床化や車椅子・ベビーカー用ス
ペースの確保等）が不十分

車内の料金表等の案内表示の文字が見にくい・説明が
わかりにくい

バス停とバスの乗降口の段差が大きく乗り降りがしにくい

車内の降車ボタンが押しにくい位置にある

車内放送が聞こえにくい・わかりにくい

車内に手すり等のつかまるところがない・つかまりにくい

車内が混雑して座れない・優先座席が空いてない

その他

無回答

＜高齢者・障がい者等アンケート＞ ＜一般市民アンケート＞ 

21.8 %

18.3 %

11.3 %

10.2 %

9.7 %

6.5 %

5.9 %

5.2 %

5.9 %

46.1 %

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 %

車両内にトイレがない・使いにくい

車両のバリアフリー化（車椅子・ベビーカー用ス
ペースの確保等）が不十分

車両とホームの間や車内に段差や隙間があり乗り
降りがしにくい

車両内での案内表示がない・わかりにくい

車両内での音声案内等がない・わかりにくい

車内が混雑して座れない・優先座席が空いてない

車両内が狭く移動しにくい

車両内に手すり等のつかまるところがない・つかま
りにくい

その他

無回答

25.3 %

19.4 %

14.4 %

12.6 %

12.4 %

10.6 %

7.4 %

6.2 %

2.4 %

42.9 %

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 %

車両内にトイレがない・使いにくい

車両とホームの間や車内に段差や隙間が
あり乗り降りがしにくい

車両のバリアフリー化（車椅子・ベビーカー
用スペースの確保等）が不十分

車両内での音声案内等がない・わかりにくい

車両内での案内表示がない・わかりにくい

車両内に手すり等のつかまるところがない・
つかまりにくい

車内が混雑して座れない・優先座席が空い
てない

車両内が狭く移動しにくい

その他

無回答



２５

⑨今後、優先的に取り組むべきこと 

今後、優先的に取り組むべきことについては、一般市民アンケート、高齢者・障

がい者等アンケートともに、道路や歩道、建物等の段差の解消、整備に関する意見

が最も多くなっています。次いで、高齢者や障がい者等への理解や、公共交通機関

の充実に関する意見が多くなっています。

バリアフリーのまちづくりを実現していくためには、施設等のハード整備と心の

バリアフリーの両方に取り組んでいく必要があります。

＜一般市民アンケート＞ 

＜高齢者・障がい者等アンケート＞ 

55.0 %

47.3 %

38.1 %

34.7 %

14.1 %

14.1 %

11.6 %

15.2 %

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 % 60.0 %

道路や歩道、建物等の段差の解消等、使いやすい整備

誰もが、移動等に不自由や制約がある人への支援に対して理解を深める

公共交通機関の充実（路線拡大、便数の増加等）

公共交通機関の施設の使いやすい整備

公共交通機関の利用に対する乗車料金の補助

積極的なバリアフリー情報の提供・公開

各施設における職員の移動等に対する支援サービスの向上

無回答

50.3 %

47.4 %

39.4 %

30.3 %

21.8 %

13.8 %

12.9 %

16.2 %

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 % 60.0 %

道路や歩道、建物等の段差の解消等、使いやすい整備

誰もが、移動等に不自由や制約がある人への支援に対して理解を深める

公共交通機関の充実（路線拡大、便数の増加等）

公共交通機関の施設の使いやすい整備

公共交通機関の利用に対する乗車料金の補助

積極的なバリアフリー情報の提供・公開

各施設における職員の移動等に対する支援サービスの向上

無回答



２６

３－２ 高齢者・障がい者等ヒアリング調査の結果概要 

（１）高齢者・障がい者等ヒアリング調査概要 

目  的：アンケート調査だけでは把握しにくい、普段外出される時に感じている

移動や施設利用時の問題点等について高齢者・障がい者等のきめ細かい

意見を把握すること 

期  間：平成１９年１２月５日～１２月１４日 

対象団体：山口市手をつなぐ育成会、山口市老人クラブ連合会、日本オストミー協

会山口県支部中央地区、乳幼児連れ・妊婦（ほっとさろん西門前てとて

と）、山口市障害者団体連合、秋穂精神保健家族会、ＮＰＯ法人つくし

の会、山口地区精神保健家族会 

回  数：９回 

人  数：６７人 

（２）道路について 

（３）公共交通機関について 

【公共交通の利便性】

○ 新山口駅の乗り換えの時間が短いので、もう少し長くしてほしい 

○ JRやバスの便が少なく、利用しにくい 

○ 病院などは郊外に立地しているので、公共交通のアクセスが不便である  など 

【駅・バス停・車両等の整備】 

○ 足に不自由な人にとって、山口駅や阿知須駅、深溝駅などの跨線橋はつらい 

○ 大きい駅やバス停は、乗り継ぎが困難なので、分りやすい案内、標識があるとよい 

○ JR無人駅や鉄道車両は、トイレがないものがあるので、設置してほしい 

○ 駅やバスの音声案内を徹底してほしい、また、音声情報だけでは聞き取れないので、掲

示板などの情報を提供してほしい  など 

【利用サービス等】 

○ バスは福祉優待バス乗車証があるので、利用しやすい 

○ JRについても割引があるとよい 

○ バスやタクシーの運転手に、割引制度などの教育を徹底してほしい 

○ 福祉タクシー券のおかげで、活動の範囲が広がった  など 

【道路・歩道等】 

○ 道路や歩道が狭く、自動車や自転車とのすれ違いが危険である 

○ 視覚障がい者としては、車椅子使用者とは相反するが、歩道と道路の境に段差がないと

危険である 

○ 新山口駅前に誘導ブロックを設置してほしい。その際に誘導ブロックと舗装が同色の場

合は視覚障がい者の多くは識別できないので考慮してほしい 

○ 商店街の石畳やタイル貼りの歩道は、歩きにくい  など 

【その他施設】

○ 秋穂地域では街灯が少なく、夕方の帰り道は危険である 

○ 横断歩道で青の時間が短い信号や、太陽光で色がよく分らない信号がある 

○ 危険な箇所にはカーブミラーを設置してほしい  など 



２７

（４）建物、公共施設等について 

（５）心のバリアフリーについて 

（６）その他 

道路や公共施設等のバリアフリー整備とともに、日常の人的支援や障がいに対する

理解の重要性に関する意見が多く、市民一人ひとりの意識の醸成が求められます。公

共交通や民間施設のバリアフリーに関する意見もあり、関連機関や各事業主体との連

携により改善していくことが求められます。

ユニバーサルデザインの視点で、高齢者・障がい者、乳幼児連れなど、誰もが安全

で快適に施設を利用し、円滑に移動できるまちづくりが求められます。

【施設等】

○ 分りやすい案内、標示があるとよい（トイレへの案内や火災、事故の際の情報など） 

○ 店舗等では子どもを遊ばせるスペースはあるが、乳児を遊ばせるスペースが少ない 

○ 徳地地域や秋穂地域には、皆で集まれる施設がない  など 

【トイレ】

○ コンビニや公園、道の駅などのトイレは、利用しやすく便利である 

○ 洋式トイレを整備してほしい（公衆トイレなど） 

○ 男性用トイレにもオムツ交換台があるとよい 

○ 多機能トイレの設備が複雑である、規格を統一してほしい  など 

○ 子育て支援施設は充実している方だと思うが、施設の情報をインターネットで事前に得

られるとよい 

○ 行政にお願いするばかりでなく、行政と市民の役割分担が大切である 

○ ユニバーサルデザインの視点で取り組んで欲しい 

○ 道路や施設などを整備する際には、障がい者等にも相談してほしい 

○ 定期的にヒアリングをしてもらいたい 

○ 在宅で苦労されている高齢者、障がい者の方がたくさんいることを知ってほしい 

○ 知的障がい者の移動に対する人的支援（行政・公共交通事業者・ボランティアなど）が

必要である  など 

【健常者のマナー】 

○ 商店街などの自転車のマナーが悪く、危険である 

○ 誘導ブロックの上に、自転車やベンチ、トラックの駐車はやめてほしい 

○ 車椅子用スペースに違反駐車がある  など 

【教育・理解】 

○ 障がいに対する理解と関わり方・方法を知ってもらうことが大切である 

○ 健常者と障がい者がともに勉強する環境が必要である 

○ 小さい頃から教育し、次の世代を育てることが必要である 

○ 知的障がいや精神障がい、オストメイトに対する理解が遅れている  など 

【社会との関わり】 

○ もっと社会や人と接する機会が増えるとよい 

○ 人とつきあう範囲を広げていく必要がある 

○ 周囲には親切な人が多く、いつも助けられている  など 



２８

４－１ 人に関する課題 

本市の高齢化の進展は今後も続くことが予想され、誰もが安心して暮らすことがで

きるためには、持続的なバリアフリー化の取組みが求められます。

バリアフリー化を推進するにあたっては、短期的なバリアフリー整備だけでなく、

長期的な視点をもち、バリアフリーのまちづくり、市民が助け合うまちづくりを周知

していく必要があります。

本市においては、近年、要介護、要支援認定者や身体障がい、知的障がい、精神障

がいの方が増加しており、身体障がい者、知的障がい者、精神障がい者、妊婦、子連

れの方、子供など、移動や施設利用に関して多様なニーズが考えられます。

ユニバーサルデザインの理念に基づいた、誰もが使いやすいバリアフリー整備とと

もに、ハード的な取組みとソフト的な取組みの連携により、効果的なバリアフリー化

に取り組むことが求められます。

４－２ 交通に関する課題 

合併により本市は広い市域を有し、特に阿東地域や徳地地域で高齢化が著しく進ん

でいる状況にあります。

既存の JR 線やバス路線を活かし、利用支援などのソフト対策と連携することで、

各地域や施設間を安全で快適に移動することができるような、公共交通ネットワーク

のバリアフリー化が求められます。

各旅客施設や公共施設のバリアフリー化は個別に進みつつありますが、それらを結

ぶ歩行環境や公共交通環境に不便を感じている高齢者、障がい者等が多くみられます。

個々の目的に合わせて、誰もが利用する施設間を不自由なく円滑に移動できるよう

に、一体的かつ計画的なバリアフリー化が求められます。

４．バリアフリー推進にあたっての課題 

広い市域を結ぶ公共交通ネットワークのバリアフリー化 

利用施設間を円滑に移動できるバリアフリー化 

高齢化に伴う長期的視点による持続的なバリアフリー化 

多様な利用者ニーズを捉えた効果的なバリアフリー化 
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４－３ 主要な施設の課題 

本市は山口県の県庁所在地であり、新山口駅は山口県の広域的な玄関口となってい

ます。近年は市外や県外からの観光客が増加していることから、市民だけでなく、来

訪者なども利用しやすい施設のバリアフリー化が求められます。

また、不特定多数の人が利用する主要な施設を中心に、重点的にバリアフリーのま

ちづくりを実現していくことが求められます。

効果的なバリアフリー化を促進していくためには、施設の計画策定・整備にあたっ

て、高齢者、障がい者等やその他一般利用者等の意見を聴取しながら、市民参加によ

る事業実施を行い、利用者のニーズを反映したバリアフリー整備が求められます。

４－４ 市民意向からの課題 

高齢者、障がい者等へのヒアリング調査では、市民のマナーの問題や、市民や事業

者等の障がい等に対する理解や支援の重要性に関する意見が多く、市民一人ひとりの

意識によって解決できる問題も多くあります。

市民一人ひとりがバリアフリーへの理解を深め、互いに支え合うことによって実現

する「心のバリアフリー」を推進していくことが求められます。

アンケート調査やヒアリング調査では、道路などの歩行環境とともに、民間の商業

施設や旅客施設、交通機関に対する問題を指摘する意見も多く、一体的なバリアフリ

ー化を推進するためには、関連機関や各事業主体へのバリアフリー化の周知を行い、

連携と協働による取組みが求められます。

市民一人ひとりのバリアフリーへの理解と意識の醸成 

関係機関や各事業主体へのバリアフリー化の周知 

市民参加によるバリアフリー整備 

多くの人が利用する施設のバリアフリー化 
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５－１ 基本的な考え方 

山口市総合計画の理念である「ひと、まち、歴史と自然が輝く交流と創造のまち」

に基づき、本市のバリアフリーに関する課題を解決するための基本理念を定めます。

バリアフリーのまちづくりを実現していくためには、施設や交通機関等のバリアフ

リー整備とともに、市民一人ひとりの支えあいによって、誰もが快適に暮らせるまち

を創造していくことが必要です。ハード的な取組みとソフト的な取組みが連携するこ

とで、高齢者、障がい者をはじめとした誰もが、地域でいきいきと活動し、安心して

生活できるまちづくりを目指します。

５－２ 基本理念 

基本的な考え方に基づき、本市にバリアフリー推進にあたっての基本理念、基本目

標を以下のように定めます。

実現のための基本方針 

・市民一人ひとりの支えあい

の心によるバリアフリーの

推進 

・市民、事業者、行政の協働

によるバリアフリーの推進 

実現のための基本方針 

・人にやさしい移動や施設利

用等を確保するバリアフリ

ーの推進 

・段階的・持続的なバリアフ

リーの推進 

５．バリアフリー推進の基本的な考え方 

誰誰ももがが安安全全にに安安心心ししてて快快適適にに暮暮ららしし、、互互いいにに支支ええああううままちち

基本理念 

基本目標 

基本目標① 

誰誰ももがが““暮暮ららししややすすいいままちち””

のの実実現現

基本目標② 

一一人人ひひととりりがが““支支ええああううままちち””

のの実実現現
連携 
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５－３ 基本方針 

基本理念、基本目標に基づき、本市のバリアフリーに関する課題を解消するための

４つの基本方針を定め、バリアフリーの取組みを展開します。取組みを推進するにあ

たっては、市民や民間事業者等の理解と協力が必要であり、市民への周知や事業者等

との連携を図りながら、全市的なバリアフリーのまちづくりを実現していきます。

ユニバーサルデザインの実現に向け、高齢者や障がい者のみならず、様々な立場の

人の視点も考慮し、だれもが安全かつ快適に円滑な移動及び建築物等の施設の円滑な

利用ができるよう、駅や駅前広場、バス、道路、駐車場などの交通施設とともに、交

通環境から多くの人が利用する公園や建物施設等への連続したバリアフリー化を推

進します。

バリアフリー化は、高齢社会が進展するなか継続的に取り組むべき課題であり、中

長期的な視点を見据えて段階的に整備を推進するため、優先的かつ重点的にバリアフ

リー化に取り組むべき地区を重点整備地区として位置づけるとともに、重点整備地区

以外の地区においても順次段階的にバリアフリー化を目指す必要があります。

具体的なバリアフリー施策の内容や新たに生じる問題等について、高齢者・障がい

者など当事者の下で検証し、その結果に基づいて新たな施策や措置を講じることで、

段階的・持続的にバリアフリー化を図る「スパイラルアップ」を目指すための体制や

環境を検討します。

中長期的な視点で、段階的なバリアフリー整備と、「スパイラルアッ

プ」による持続的なバリアフリー化を推進する 

高齢者や障がい者のみならず、誰にもやさしく、施設や交通環境が

連続した一体的なバリアフリー化を推進する 

人にやさしい移動や施設利用等を確保するバリアフリーの推進 １ 

段階的・持続的なバリアフリーの推進 ２ 

取組みの方向性 駅舎・道路・施設等の一体的なバリアフリー化の推進 

公共施設のバリアフリー化の推進 

民間生活関連施設へのバリアフリー化の促進 

公共交通ネットワークのバリアフリー化 

取組みの方向性 重点整備地区の一体的なバリアフリー化の推進 

スパイラルアップの導入 
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高齢者や障がい者等の円滑な移動及び建築物等の施設の円滑な利用を実現するた

めには、ハード整備・確保だけでなく、市民一人ひとりが支えあいの精神をもち、高

齢者や障がい者などへの理解と人的支援等を行いながら、バリアフリーのまちづくり

を実現していく必要があります。市民の誰もが、高齢者や障がい者など移動等に不自

由な人に出会ってもすぐ手を差しのべられ、地域社会全体が相互に積極的に協力し合

うことができるよう、市民一人ひとりの「心のバリアフリー」への取組みを推進しま

す。

また、子供の時からバリアフリーに関する教育の場を設け、継続的な心のバリアフ

リーを目指します。

バリアフリー化の推進にあたっては、市民・事業者・行政の役割を明確にし、それ

ぞれが高齢者や障がい者等への理解を深め、協働によるバリアフリーのまちづくりを

目指します。行政による公共空間のバリアフリー化とともに、事業者においては各施

設のバリアフリー化や利用にあたっての人的支援、市民においては日常生活のなかで

の支えあいなど、それぞれの立場でできることを主体的に取り組むことが必要です。

また、それぞれの主体が連携して、ハード及びソフト面で多様なニーズに対応したバ

リアフリー化に取り組むことが重要です。

それぞれの取組みを連続したバリアフリーとして実現するには国、地方公共団体の

ほか、公共交通事業者、施設管理者、公安委員会等の多様な関係主体の連携が必要で

あり、各主体や関係機関と連携できる体制づくりを行います。

市民・事業者・行政の役割を明確にし、それぞれができるバリアフ

リー化に主体的に取り組む 

取組みの方向性 各主体へのバリアフリーへの理解向上 

計画策定、見直しにあたっての市民参加 

関係機関との連携強化 

事業及び支援推進のための体制づくり 

市民一人ひとりが支えあいの精神をもち、地域社会全体が相互に積

極的に協力し合うことができるまちを実現する 

取組みの方向性 支えあい精神、意識の醸成 

バリアフリーに関する情報提供 

社会参加しやすい環境づくり 

バリアフリー教育の推進 

市民一人ひとりの支えあいによるバリアフリーの推進 ３ 

市民、事業者、行政の協働によるバリアフリーの推進 ４ 
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（１）重点整備地区の位置づけ 

重点整備地区とは、重点的かつ一体的なバリアフリー化を図ることが望ましい地区

です。本市では、各地域における生活拠点及び利用者が多い鉄道駅に着目し、それら

を一体的かつ優先的にバリアフリー化することが、多くの市民及び来訪者の移動等円

滑化の促進にとって有効であると考え、拠点に立地し、生活関連施設の中でも不特定

多数の利用者が多い「市役所・総合支所」及び一定の利用者数がある「鉄道駅」を中

心としたエリアを「重点整備候補地区」として抽出しました。これらのうち、優先性、

緊急性、有効性の観点から最も重点的にバリアフリー化に取り組む地区を「重点整備

地区」として位置づけます。

なお、重点整備地区以外の、他の重点整備候補地区においても、地域の拠点として

の役割を担っていることから、社会状況の変化や地域の実情を考慮しながら、長期的

な視点で地区のバリアフリー化を推進します。また、市全域においても、基本方針に

基づいた環境整備を総合的に推進し、将来的には基本理念、基本目標の実現を目指し

ます。

＜バリアフリー推進の考え方と重点整備地区の位置づけ＞ 

（２）重点整備地区の要件 

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」では、以下のような要

件を満たす地区が重点整備地区として位置づけられます。

６．重点整備地区について 

要件１：生活関連施設を含み、かつ、生活関連施設相互間の移動が通常徒歩で行

われる地区 

要件２：生活関連施設及び生活関連経路を構成する一般交通用施設について移動

円滑化のための事業が実施されることが特に必要である地区 

要件３：移動円滑化のための事業を重点的かつ一体的に実施することが、総合的

な都市機能の増進を図る上で有効かつ適切である地区 

基本方針に基づき、バリアフリー化を総合的かつ計画的に推進（市全域） 

重点整備候補地区（７地区） 

重点的にバリアフリー化に 

取り組む地区 

重点整備地区 
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＜重点整備候補地区の概要＞

（３）重点整備候補地区の抽出 

各地域の拠点に立地し、生活関連施設の中でも不特定多数の利用が多い「市役所・

総合支所」及び高齢者や学生などの移動手段となっている「鉄道駅」のうち利用者が

２，０００人以上ある駅を中心に概ね１ｋｍ圏内を抽出した結果、下記に示す計７地

区を重点整備候補地区とします。

地区名 抽出根拠（重要施設） 地区の概要 

①山口駅周辺地区 山口駅、山口市役所等 
地域の公共交通の拠点 

本市の中心拠点 

②湯田温泉駅周辺地区 湯田温泉駅等 
地域の公共交通の拠点 

本市の観光拠点 

③新山口駅周辺地区 新山口駅、小郡総合支所等 
広域公共交通の拠点 

小郡地域の拠点 

④阿知須総合支所周辺地区 阿知須駅、阿知須総合支所等 阿知須地域の拠点 

⑤秋穂総合支所周辺地区 秋穂総合支所等 秋穂地域の拠点 

⑥徳地総合支所周辺地区 徳地総合支所等 徳地地域の拠点 

⑦阿東総合支所周辺地区 阿東総合支所等 阿東地域の拠点 

主要施設

県庁・市役所・総合支所
文化交流施設
総合病院

保健・福祉施設
大型小売店舗

⑥徳地総合支所周辺地区 

②湯田温泉駅周辺地区 

①山口駅周辺地区 

⑦阿東総合支所周辺地区 

山口駅 

③新山口駅周辺地区 
湯田温泉駅 

新山口駅 

④阿知須総合支所周辺地区 

１日の乗降客数 2,000 人以上の駅 

県庁・市役所・総合支所 

文化交流施設 

総合病院 

保健・福祉施設 

大型小売店舗 

凡  例 

⑤秋穂総合支所周辺地区 
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７－１ 心のバリアフリー 

（１）心のバリアフリーの必要性 

バリアフリー化事業では、主として移動経路や主要な施設での段差の解消やバリア

フリー設備の設置などハード面での事業について示しています。しかし、これらの物

理的な障害が排除されても放置自転車や違法看板等、利用者のマナーやモラルが守ら

れなければ本質的なバリアフリー化ができたとは言えません。高齢者や障がい者等が

安心して外出できる環境を整えるにはすべての人が高齢者や障がい者等の立場に立

って理解すること、また、障がいとなるような行為を慎む、お互いに助け合うといっ

た行動が必要です。

このため、助け合う意識の向上や高齢者、障がい者等への理解促進など、啓発活動

や教育等を通じて行政や事業者はもとより、広く市民とともに、心のバリアフリーを

推進していくものとします。

（２）心のバリアフリーの推進 

心のバリアフリーワークショップ等の意見を踏まえ、下記に示す主な取組み等を通

じて、本基本構想の基本目標である「一人ひとりが“支えあうまち”の実現」を図り

ます。

■ 心のバリアフリーに関する主な取組み 

７．バリアフリーの実現に向けて 

啓発活動の実施 

高齢者・障がい者への支援 

・手話通訳者、介助者等の派遣 

・ボランティア養成講座の開催 

・行政機関等における「障害者差別解

消法」に基づく対応 

など 

高齢者・障がい者に対する理解の促進 

・バリアフリー教室やアイマスク及び

高齢者疑似体験等による体験学習の

実施 

・ボランティア活動等を通しての助け

合いの心の醸成 

・学校教育の一環としての福祉教育の

機会の提供 

・行政機関や関係事業者等における職

員の教育・訓練の実施促進 

など 

啓発活動の実施 

・イベント、ＨＰ、小冊子等を活用した

マナーの向上に向けたＰＲ

など 
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７－２ 今後の取組みと推進体制 

（１）山口市におけるバリアフリー化推進の考え方 

山口市では基本理念として定めた「誰もが安全に安心して快適に暮らし、互いに支

えあうまち」の実現を図るため、啓発活動、教育活動等による市民への周知や理解を

図りつつ事業者との連携を図りながら市民、事業者、行政の協働によるバリアフリー

化の推進を図ります。

バリアフリー化の取組みを推進するにあたっては、行政や事業者においては各施設

のバリアフリー化や情報提供など、市民においては日常生活における一人ひとりの支

えあいなど、それぞれの役割を認識し、互いに連携し、取り組んでいくものとします。

なお、重点整備地区以外においてもバリアフリー化が必要な鉄道駅、道路、建築物

等は多く存在しています。これら既存の施設や今後計画される施設に関しても、バリ

アフリー化の必要性について認識を持ち、順次バリアフリー化の推進を図ることによ

り、最終的には市内全域がバリアフリー化されるよう努めていきます。

一方、本市には身体障がいのほか知的障がい、精神障がいなど様々な障がいのある

方々が暮らしています。また、身体障がいについても外見からは判断できない内部障

がいがある方もおられるほか、高齢者、妊婦、子連れの方、子供など障がいがなくて

も手助けを必要とされる方もおられます。

このような状況を踏まえ、山口市では施設のバリアフリー化を進めるにあたり、事

業者や健常者からの視点だけで整備するのではなく、多様なニーズを捉えながら常に

利用される方の立場に立った効果的なバリアフリー化を進めるとともに、ソフト施策

と連携しながら誰もが快適に利用できる施設整備に努めていきます。

■ 市全体におけるバリアフリー化推進の考え方 
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（２）市民、事業者、行政の役割とバリアフリー推進体制の確立 

本基本構想に位置づけた事業の円滑な推進を図るため、市民、事業者、行政が協働

して特定事業やその他の事業及び関連事業を推進していきます。

行政、事業者においては基本構想に基づくバリアフリー化の推進と、心のバリアフ

リー推進に向けた啓発活動や教育活動の実施、また、市民は行政や各事業者が行うバ

リアフリー整備に対する協力、その他日常生活における支えあい助け合いなど、それ

ぞれの立場でできることを主体的に取り組んでいくものとします。

さらに、事業の実施を図るだけではなく、事業の進捗管理及び、高齢者や障がい者

等の意見を反映する場の検討を行い、基本構想（PLAN）、事業の実施（DO）、評価
（CHECK）、改善（ACTION）といった段階的かつ継続的なバリアフリー化の促進を
図ります。

なお、今後は、重点整備地区で取り組むこととなる事業の経過や評価結果を踏まえ、

その他の重点整備候補地区等においても順次、整備の必要性や優先性等を検討しつつ継

続的にバリアフリー化を推進していくこととします。

■市民、事業者、行政の主な役割と推進体制 

基本構想 
（PLAN） 

事業実施 
（DO） 

評価 
（CHECK） 

改善 
（ACTION
）

・ 重点整備地区における質の高いバリアフリー化の実現 

・ 重点整備候補地区への反映及び全市のバリアフリー化の実現 

・ 基本構想に基づく事業の実施 
・ 継続的な職員の教育  
・ 情報の提供 

など 

協働 協働 

市 民 

・ 構想・計画・事業に対する意
見、提言 

・ バリアフリーに配慮した行動の
心がけ 

・ 事業への協力 など 

行政（山口市） 

・ 基本構想に基づく事業の実施 
・ 市民意見の反映 
・ 継続的な職員の教育 
・ 啓発活動、教育活動の実施 
・ 市民、事業者間との調整 
・ 進捗状況の管理 
・ 情報の提供 など 

事業者 

協働 

継続的なバリアフリー化の取組み 

山口市バリアフリー基本構想（全体構想） 

重点整備地区別構想 
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１ 策定経過 

年 月 日 内 容 

平成１９年１０月１６日 ☆第１回山口市バリアフリー基本構想庁内検討委員会  

平成１９年１０月３１日 ★第１回山口市バリアフリー基本構想推進協議会 

平成１９年１１月２２日～ 

平成１９年１２月１０日

市民アンケート 

（配布３,０００通、 回収率約４８％） 

平成１９年１２月５日～ 

平成１９年１２月１４日

高齢者・障がい者団体等ヒアリング 

（高齢者・障がい者等６９人参加、全９回開催） 

平成２０年２月２０日 ☆第２回山口市バリアフリー基本構想庁内検討委員会 

平成２０年３月１２日 ★第２回山口市バリアフリー基本構想推進協議会 

平成２０年６月２７日 ◎新山口駅周辺地区まちあるき点検及びワークショップ 

（高齢者、車椅子利用者、視覚障がい者、聴覚障がい者、

知的障がい者の保護者等 計３５人参加） 

平成２０年７月７日 ◎「心のバリアフリー」を考えるワークショップ開催 

（高齢者、車椅子利用者、視覚障がい者、聴覚障がい者、

知的障がい者の保護者、一般参加者等 計３６人参加） 

平成２０年１０月２０日 ☆第３回山口市バリアフリー基本構想庁内検討委員会 

平成２０年１１月４日 ★第３回山口市バリアフリー基本構想推進協議会 

平成２１年１月１４日 ☆第４回山口市バリアフリー基本構想庁内検討委員会 

平成２１年２月２日 ★第４回山口市バリアフリー基本構想推進協議会 

平成２１年２月９日 ■経営会議（原案の説明） 

平成２１年２月１６日 ■議会説明 

平成２１年３月２日～ 

平成２１年４月２日

◎パブリックコメント 

 （提出された意見はありませんでした。） 

平成２１年４月２４日 ☆第５回山口市バリアフリー基本構想庁内検討委員会 

平成２１年５月１９日 ★第５回山口市バリアフリー基本構想推進協議会 

平成２１年５月２５日 ■経営会議（策定） 

平成２１年６月１日 山口市バリアフリー基本構想策定 

平成２６年１２月１６日 ◎山口駅周辺地区まち歩き点検ワークショップ（５３人参加）

平成２７年１月３０日 ☆第６回山口市バリアフリー基本構想庁内検討委員会 

平成２７年２月１０日 ★第６回山口市バリアフリー基本構想推進協議会 

平成２７年８月９日 ☆第７回山口市バリアフリー基本構想庁内検討委員会 

参考資料 
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平成２７年８月２８日 ★第７回山口市バリアフリー基本構想推進協議会 

平成２７年１１月２０日 ◎心のバリアフリーワークショップ（４７人参加） 

平成２８年３月１４日 ☆第８回山口市バリアフリー基本構想庁内検討委員会 

平成２８年３月２３日 ★第８回山口市バリアフリー基本構想推進協議会 

平成２８年６月３０日 ☆第９回山口市バリアフリー基本構想庁内検討委員会 

平成２８年７月１９日 ★第９回山口市バリアフリー基本構想推進協議会 

平成２８年８月８日 ■経営会議 

平成２８年８月２２日 ■議会説明 

平成２８年８月２３日～ 

平成２８年９月２３日
◎パブリックコメント 

平成２８年１０月１日 『山口市バリアフリー基本構想改訂版』策定 
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２ 山口市バリアフリー基本構想推進協議会設置要綱 

（設置) 

第１条 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年

法律第９１号）第２６条第１項の規定に基づき、山口市バリアフリー基本構

想推進協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

(所掌事務) 

第２条 協議会は、次に掲げる事項について協議及び連絡調整を行う。 

(１) 移動等円滑化に係る事業の重点的かつ一体的な推進に関する基本的

な構想（以下「基本構想」という。）の作成に関する事項 

(２) 基本構想の実施に関する事項 

(３) その他移動等円滑化の促進に関して必要な事項 

(組織) 

第３条 委員は、次に掲げる者をもって構成する。 

(１) 山口市 

(２) 関係する施設設置管理者、公安委員会その他基本構想に定めようとす

る特定事業その他の事業を実施すると見込まれる者 

(３) 高齢者、障がい者等、学識経験者その他の市が必要と認める者 

(委員の任期) 

第４条 委員の任期は、委嘱又は任命の日から２年以内とする。ただし、委員

が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任することができる。 

(会長及び副会長) 

第５条 協議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長は、委員の互選により選出する。 

３ 会長は、会務を統括する。 

４ 副会長は、委員のうちから会長が指名する。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、
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その職務を代理する。 

(運営) 

第６条 協議会は、会長が招集する。 

２ 協議会は、必要に応じて委員以外の者に対して会議への出席を求め、その

意見を聴くことができる。 

(庶務) 

第７条 協議会の庶務は、都市政策部都市計画課において処理する。 

(委任) 

第８条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会

長が協議会に諮り定める。 

附 則 

この要綱は、平成１９年１０月３１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２６年１２月２日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 
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３ 山口市バリアフリー基本構想推進協議会委員名簿 

 根拠条例 種 別 所属・役職名 氏 名 

１ 
第３条第１号

に定める者 

基本構想を

作成する市 
山口市都市政策部長 東  洋光 

２ 

第３条第２号

に定める者 

道路等施設

管理者 

国土交通省中国地方整備局山口河川国道事

務所長 
廣川 誠一 

３ 山口県防府土木建築事務所長 藤本 拓男 

４ 山口市都市建設部長 西川 宜宏 

５ 

公安委員会 

山口県警察本部交通部交通規制課長 安永 孝裕 

６ 山口県山口警察署交通課長 萩原 靖 

７ 山口県山口南警察署交通課長 木内 智治 

８ 

公共交通 

事業者 

西日本旅客鉄道株式会社広島支社企画課長 森清 裕与之 

９ 
中国ジェイアールバス株式会社運輸部運輸

課長 
助田 秀規 

１０ 防長交通株式会社取締役営業部長 寳迫 啓之 

１１ 山口地区タクシー協会会長 中野 和人 

１２

第３条第３号に

定める者 

学識経験者 

国立大学法人山口大学工学部特命教授 田村 洋一 

１３
公立大学法人山口県立大学社会福祉学部教

授 
増田 公香 

１４ １級福祉住環境コーディネーター 宮竹 美絵子 

１５

市民の 

代表者 

山口市老人クラブ連合会会長 藤村 勉 

１６ 山口市障害者団体連合会会長 高木 和文 

１７ 山口市手をつなぐ育成会山口支部 岡山 久代 

１８ 特定非営利活動法人あっと理事 藤井 智佳子 

１９ 山口市自治会連合会副会長 原田 澄夫 

２０ 山口市社会福祉協議会常務理事 柴﨑 和幸 

２１ 山口商工会議所建設部会長 宗像 常明 

２２ 公募市民 吉田 倫太郎 

２３
関係行政 

機関 

国土交通省中国運輸局山口運輸支局長 岡田 和史 

２４ 山口県観光スポーツ文化部交通政策課長 浜口 和彦 

２５ 山口市健康福祉部長 中谷 尚夫 

平成２８年６月２４日現在 

任期：平成２７年１月９日から平成２９年１月８日まで 
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４ 用語解説 

（１／４） 

見出し 語  句 解  説 

あ行 移動等円滑化 高齢者、障がい者等の移動又は施設の利用に係る身体の負担を軽

減することにより、その移動上又は施設の利用上の利便性及び安全

性を向上すること。 

移動等円滑化 

基準 

高齢者や障がい者等が円滑に移動または利用できるようにするた

め、国が定めるバリアフリー化の基準のことで、車両や施設などの

新設または改良時に義務づけられるバリアフリー化の措置を規定し

たもの。公共交通移動等円滑化基準、 路外駐車場移動等円滑化基準、

建築物移動等円滑化基準、都市公園移動等円滑化基準、道路移動等

円滑化基準がある。 

移動等円滑化 

基本構想 

市町村が、バリアフリー新法に基づいて駅などを中心とした地区

や高齢者、障がい者等が利用する施設が集まった地区を重点整備地

区として定め、その地区におけるバリアフリー化に関する基本的な

事項を記載した計画のこと。 

オストメイト 大腸がんや膀胱がん等が原因で、人工肛門や人工膀胱を使用して

いる人のこと。 

か行 協働 複数の主体が、目標を共有し、ともに力を合わせて活動すること。 

協議会 基本構想の作成に関する協議及び基本構想の実施に係る連絡調整

を行うため、市町村、事業者、高齢者・障がい者等、学識経験者等

により構成された法定の組織。 

基準適合義務 一定の公共交通機関の施設（駅、車両等）や道路、路外駐車場、

都市公園、建築物について、新設又は改良時に移動等円滑化基準へ

適合させる義務があること。また、既存のこれらの施設については、

基準適合の努力義務等が生じること。 

公共交通事業

者 

鉄道事業法による鉄道事業者、軌道法による軌道経営者、道路運

送法による一般乗合旅客自動車運送事業者及び一般乗用旅客自動車

運送事業者、自動車ターミナル法によるバスターミナル事業を営む

者、海上運送法による一般旅客定期航路事業を営む者、航空法によ

る本邦航空運送事業者及び鉄道施設、輸送施設、航空旅客ターミナ

ル施設を設置し、又は管理する者。 

交通政策基本

法 

国民生活の安定向上及び国民経済の健全な発展を図ることを目的

に、政府が推進する交通に関する施策についての基本理念・基本事

項を定めている法律で、平成２５年に施行された。同法に基づき、

交通に関する施策の基本的方針や目標、施策等について「交通政策

基本方針」が定められている。 

交通バリアフ

リー法 

平成１２年に施行「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用

した移動の円滑化の促進に関する法律」の略称で、駅・鉄道車両・

バスなどの公共交通機関と、駅などの旅客施設周辺の歩行空間のバ

リアフリー化を進めることを目的とする。 

平成１８年には、ハートビル法と統合され、バリアフリー新法が

施行された。 
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（２／４） 

見出し 語  句 解  説 

か行 交通用施設 道路、駅前広場、通路その他の一般交通の用に供する施設。 

国勢調査 総務省統計局が行う全国一勢の国勢に関する調査。１０年ごとに

行われ、その中間の５年目には簡易な方法による調査が実施されて

いる。 

国勢調査は、社会福祉、雇用、環境整備、交通など各種行政上の諸

施設の企画・立案のための基礎資料を得ることを主たる目的として

国内のすべての居住者について行われるものである。 

心のバリアフ

リー 

高齢者、障がい者等の自立した生活を確保することの必要性につ

いて理解を深め、視覚障がい者用誘導ブロックへの駐輪や身体障が

い者用駐車スペースへの駐車等による施設利用等を妨げる行為をし

ないこと、また、必要に応じて手助けすること等の支援により、高

齢者、障がい者等の円滑な移動及び施設利用の確保に積極的に協力

すること。 

コミュニティ

バス 

交通空白地域の地域住民の生活の足として、地域住民の利便向上

等のため一定地域内を運行するバスのこと。 

さ行 施設設置管理

者 

公共交通事業者等、道路管理者、路外駐車場管理者等、公園管理

者及び建築主等をいう。 

重点整備地区 優先的に移動の円滑化を図るためのバリアフリー化事業を推進し

ていこうという区域のこと。 

障害者差別解

消法 

平成２８年４月１日から施行された「障害を理由とする差別の解

消の推進に関する法律」の略称。 

国連の「障害者の権利に関する条約」の締結に向けた国内法制度

の整備の一環として、全ての国民が、障害の有無によって分け隔て

られることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社

会の実現に向け、障害を理由とする差別の解消を推進することを目

的とする。 

スパイラルア

ップ 

具体的な施策などの内容について、高齢者、障がい者等の参加の

下で検証し、その結果に基づいて新たな施策や措置を講ずることに

よって、段階的・継続的な発展を図っていくこと。 

生活関連経路 生活関連施設相互間の経路をいう。 

生活関連施設 高齢者、障がい者等が日常生活又は社会生活において利用する旅

客施設、官公庁施設、福祉施設その他の施設をいう。市役所、保健

所、老人福祉施設、障がい者福祉施設、病院、診療所、劇場、図書

館、百貨店等。 

その他の事業 生活関連施設、生活関連経路に関するバリアフリー化の事業のう

ち、特定事業に該当しないもの。例として、駅前広場、通路等。 

た行 多機能トイレ 「多目的トイレ」「誰でもトイレ」等と呼ばれているもので、車椅

子対応設備、乳幼児対応設備、オストメイト対応設備など、様々な

ニーズに対応できるよう複数の機能が整備されたトイレ。 
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た行 低床バス（ワン

ステップバス、ノン

ステップバス） 

車椅子や足の不自由な人、お年寄りなどが容易にバスの乗降がで

きるよう配慮した、床の高さを今までのバスよりも低くしたバスの

こと。 

特定建築物 学校、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、ホテル、

事務所、共同住宅、老人ホームその他の多数の者が利用する政令で

定める建築物又はその部分等。 

特定道路 多数の高齢者・障がい者等の移動等円滑化が特に必要なものとし

て政令で定める道路法による道路。 

特定事業 移動等円滑化のために必要な施設の整備等に関する事業をいう。

公共交通特定事業、道路特定事業、路外駐車場特定事業、都市公園

特定事業、建築物特定事業及び交通安全特定事業がある。 

特定事業計画 基本構想策定後、各施設設置管理者が特定事業を実施するために

作成する計画。公共交通特定事業計画、道路特定事業計画、路外駐

車場特定事業計画、都市公園特定事業計画、建築物特定事業計画及

び交通安全特定事業計画がある。 

特定旅客施設 旅客施設（鉄道施設、バスターミナル、航空旅客ターミナル施設

など）のうち、利用者が相当数（概ね５,０００人／日以上）である

こと又は相当数であると見込まれる施設。 

特定路外駐車

場 

道路の付属物である駐車場、公園施設である駐車場、建築物及び

建築物に付属する駐車場を除く路外駐車場であって、駐車の用に供

する部分の面積が５００㎡以上であり、かつ駐車料金を徴収するも

の。 

特別特定建築

物 

不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障がい者等

が利用する特定建築物であって、移動円滑化が特に必要なものとし

て政令で定めるもの。 

な行 ノーマライゼ

ーション 

障がい者や高齢者など社会的に不利を受けやすい人々が、社会の

中で他の人々と同じように生活し、活動することが社会の本来ある

べき姿であるという考え方。 

は行 ハートビル法 平成６年に施行された「高齢者、身体障害者等が円滑に利用でき

る特定建築物の建築の促進に関する法律」の略称で、高齢者・身体

障がい者等が円滑に利用できる建築物の建築の促進のための措置を

講ずることにより、建築物の質の向上を図り、もって公共の福祉の

増進に資することを目的とする。 

平成１８年には、交通バリアフリー法と統合され、バリアフリー

新法が施行された。 

パブリックコ

メント 

行政機関などが政策立案にあたり、広く住民に素案を公表し、そ

れに対して出された意見・情報を考慮して最終決定を行う制度。 

バリアフリー 高齢者・障がい者等が社会生活をしていく上で障壁（バリア）と

なるものを除去（フリー）すること。物理的、社会的、制度的、心

理的な障がい、情報面での障壁などすべての障壁を除去するという

考え方。 
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は行 バリアフリー

新法 

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」の通

称。平成１８年１２月に施行され、高齢者、障がい者等の円滑な移

動及び建築物等の施設の円滑な利用の確保に関する、施策を総合的

に推進するため、基本方針並びに旅客施設、建築物等の構造及び設

備の基準の策定のほか、市町村が定める重点整備地区において、高

齢者、障がい者等の計画段階からの参加を得て、旅客施設、建築物

等及びこれらの間の経路の一体的な整備を推進するための措置等を

定めたもの。 

や行 ユニバーサル

デザイン 

あらかじめ、障がいの有無、年齢、性別、人種等にかかわらず多

様な人々が利用しやすい都市や生活環境をデザインする考え方。 

要介護、要支援

認定者 

市が介護を必要とする状態や日常生活に支援が必要であると認定

した者。 

わ行 ワークショッ

プ 

地域づくり活動において、住民参加の手法として、参加者自身が

地域の課題を把握、共有化した上で、地域の将来像を話し合う手法。 
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